









　また，国税通則法 68 条 1 項には，過少申告加算税に該当し，「納税者がその国税の課税
標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し，又は仮装し，そ
の隠蔽し，又は仮装した（以下「隠ぺい・仮装」とする。）ところに基づき納税申告書を
提出していたときは，…略…当該基礎となるべき税額に 100 分の 35 の割合を乗じて計算
した金額に相当する重加算税を課する。」としている。つまり，「隠ぺい・仮装」を行った
場合には，通常の過少申告加算税 10% に代えて 35% の加算税を課している。また同条 2
項の無申告加算税の場合にも，「隠ぺい・仮装」を行った場合には，通常の無申告加算税
15% に代えて 40% の重加算税を課すとしている。
　重加算税について最高裁判決昭和 58 年 10 月 27 日判決で，「国税通則法 65 条の過少申













（1） 最高裁判決昭和 58 年 10 月 27 日判決
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平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度
実地調査件数  29,023 件  28,843 件  31,336 件  30,942 件
非違があった件数
（うち不正計算があった件数）
 20,844 件  21,016 件  22,926 件  23,140 件
　5,327 件   5,614 件   6,349 件   6,728 件
申告漏れ所得金額
（うち不正所得金額）
3,567 億円 3,676 億円 3,392 億円 5,291 億円
 927 億円  651 億円  794 億円  893 億円
調査による追徴税額  774 億円  642 億円  692 億円  950 億円
（出所）国税庁ホームページ『報道発表資料』











（https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/hojin/100703_02/00.htm（最終観覧日平成 31 年 1 月 1 日））より筆者作成
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とする考え方が，有力説であると考えられている。
















　最高裁昭和 62 年 5 月 8 日判決（上記福岡高裁昭和 59 年 5 月 30 日判決の上告審）では，

















（2） 福岡高裁昭和 59 年 5 月 30 日判決
（3） 最高裁昭和 62 年 5 月 8 日判決
（4） 品川芳宣，『附帯税の事例研究〈第 4 版〉』，財経詳報社出版，平成 24 年 7 月 24 日，p312
（5） 品川芳宣，前掲書（注 4），p312-313
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（6） 熊本地裁昭和 57 年 12 月 15 日判決
（7） 酒井克彦，「第三者による隠ぺい・仮装行為と重加算税―依頼者の注意義務と帰責性―」，『税理』，51 巻 7 号，
平成 20 年 6 月，p103
（8） 酒井克彦，前掲論文（注 7），p103
（9） 酒井克彦，「税理士による隠ぺい・仮装行為と重加算税―納税者の税理士に対する選任・監督義務―」，『税理』，
51 巻 8 号，平成 20 年 7 月，p90-91
（10）山田俊一，「重加算税が課される要件」，『税理』，平成 25 年 4 月，p224
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裁平成 11 年 4 月 12 日判決では，「納税者が自己の委任している税理士に帳簿等を秘匿す
る行為も右の場合（16）に含まれると解するのが相当である。なぜならば，税理士は，税務
（11）山田俊一，前掲論文（注 10），p224
（12）大阪高裁平成 3 年 4 月 24 日判決













　また，山口地裁平成 11 年 4 月 27 日判決では，「税理士ないしその事務員に対する右隠
ぺい行為もまた，前記過少に申告する意図を外部からうかがい得る特段の行為と解するに
妨げないというべきである。」（18）としている。




をなしたものというべきである。したがって，国税通則法 68 条 1 項により，原告に重加
算税を課した被告の処分は適法である。」（20）としている。
















（17）横浜地裁平成 11 年 4 月 12 日判決
（18）山口地裁平成 11 年 4 月 27 日判決
（19）津地裁平成 8 年 5 月 13 日判決
（20）前掲地裁（注 19）
（21）神戸地裁平成 5 年 3 月 29 日判決
（22）酒井克彦，「租税専門家に対する秘匿行為と重加算税」，『税理』，51 巻 3 号，平成 20 年 3 月，p124-125，及
び酒井克彦，「重加算税の成立時期と法定申告期限後の隠ぺい・仮装（1）―虚偽答弁を中心として―」，『税理』，
平成 20 年 1 月，p86 を参照されたい。
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（23）澤井勝美，「無記帳者の重加算税について」，税大論叢第 84 号平成 28 年 6 月 30 日
（24）国税不服審判所ホームページ（http://www.kfs.go.jp/service/MP/01/0605030200.html#a100（最終観覧日平
成 30 年 12 月 30 日））
（25）前掲ホームページ（注 24）
（26）最高裁平成 7 年 4 月 28 日判決
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⑤　隠ぺい・仮装が行われた時期





　このように隠ぺい・仮装が行われた時期については，原則的に国税通則法 15 条 2 項 13
号より「過少申告加算税，無申告加算税又は第 68 条第 1 項若しくは第 2 項（申告納税方
式による国税の重加算税）の規定による重加算税」及び同条同項 14 号には，「不納付加算

























51 巻 1 号，平成 20 年 1 月，p86
（28）大阪高裁平成 5 年 4 月 27 日判決
（29）「申告所得税の重加算税の取り扱いについて（実務運営指針）」，平成 12 年 7 月 3 日付（平成 28 年 12 月 12
日付一部改正），（https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/pdf/02.pdf（最終観覧日平成 31 年 1 月 1 日））
（30）酒井克彦，前掲論文（注 27），p86
（31）東京地裁平成 16 年 1 月 30 日判決
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仮装」についてもその範囲に含まれるとしている。さらに上記東京地裁平成 16 年 1 月 30
日判決の控訴審である東京高裁平成 16 年 7 月 21 日判決では，納税者側から「本件のよう
に当初申告後に隠ぺい，仮装行為があった場合について，その後修正申告書を提出しなけ
れば重加算税を課することができないのに，その後申告義務のない修正申告書を提出した




























（32）東京高裁平成 16 年 7 月 21 日判決
（33）酒井克彦，「重加算税の成立時期と法定申告期限後の隠ぺい・仮装（2）―修正申告書の隠ぺい・仮装を中心
として―」，『税理』，51 巻 2 号，平成 20 年 2 月，p79
（34）前掲地裁（注 13）参照
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（36）大阪高裁平成 5 年 4 月 27 日判決
（37）前掲高裁（注 36）
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（38）最高裁平成 6 年 11 月 22 日判決
（39）前掲最高裁（注 38）
（40）神戸地裁平成 27 年 10 月 29 日判決参照
（41）前掲地裁（注 40）
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しているため「隠ぺい・仮装」行為があったとしている。

















　さらに上告審である最高裁平成 29 年 10 月 3 日では，行政庁側の申し立てに対し不受理
として決定している。
小括
　神戸地裁平成 27 年 10 月 29 日判決では，帳簿上の入場者数と異なる人数を使用して申
告書を提出している時点で「隠ぺい・仮装」を認め重加算税を賦課することが合理的と判
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　しかしながら，裁判例を見ると「隠ぺい・仮装」行為の経緯を重視するとしている場合










 （2019.1.18 受稿，2019.2.22 受理）
（45）山田俊一，前掲論文（注 10），p224
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〔抄　録〕
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